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利用登録可能なマージンの設定について

電力広域的運営推進機関
平成28年2月1日

第２回マージン検討会
資料５



2１．はじめに

 マージンの一部の利用を可能とする連系線については、広域機関シ
ステム構築完了までの暫定措置として、東京中部間連系設備と北海
道本州間連系設備に限定されている。（送配電等業務指針附則４
条）

 来年度より上記暫定措置が解除され、マージンの一部の利用を可能
とする連系線は、全連系線が対象となるため、各連系線への設定量
の考え方について整理が必要。

（マージンの利用の暫定措置）

第４条 業務規程第８２条に掲げるシステム構築が完了するまでの間のマージン利用計
画の扱いは、次の各号に定めるところによる。

一 マージンの一部の利用を可能とする連系線

マージンの一部の利用を可能とする連系線は、業務規程別表９－１に掲げる東京
中部間連系設備及び北海道本州間連系設備に限る。

二 以下省略

【送配電等業務指針附則抜粋】



3２．利用登録可能量設定の考え方（現状）

実需給で必要となる
マージン

実需給までに
減少される
マージン

利用できない
マージン

スポット配慮分※

既にマージン利用
登録済（現状なし）

利用登録できない
マージン量

（マージンの内訳）

計画潮流 計画潮流

運用容量

マ
ー
ジ
ン
確
保
量

空容量なし

マージン利用は空容量がな
い場合に利用可能
⇒空容量がある場合は利用
できない

※現状１００ＭＷを設定しているが、２か月前のマージン減少時、十分な予備力がある場合は０ＭＷとしている。

 利用登録可能量
 年間マージン確保量

－（実需給で必要となるマージン量＋スポット配慮分※＋既登録量）
（対 象）
 北海道本州間連系設備（東北向き）
 東京中部間連系設備（東京向き・中部向き）

利用登録可能量未登録分



4３．利用登録可能量設定の考え方（今後）

連系線 方向 利用登録可能量設定の考え方
H28分から新たに

設定する連系線※

北海道本州間連系設備
（北本）

北海道⇒東北 現状どおり（シート３の通り） －

東北⇒北海道 実需給までに減少するマージンを確保していないため「ゼロ」を設定 ○

東北東京間連系線
（相馬双葉幹線）

東北⇒東京 現状設定している連系線と同様（シート３の通り） ○

東京⇒東北 同上 ○

東京中部間連系設備
（ＦＣ）

東京⇒中部 現状どおり（シート３の通り） －

中部⇒東京 同上 －

中部北陸間連系設備
（南福光ＢＴＢ）

北陸⇒中部 マージンを設定していない連系線のため「ゼロ」を設定 ○

中部⇒北陸
現状設定している連系線と同様（シート３の通り） ○

北陸関西間連系線
（越前嶺南線）

関西⇒北陸

北陸⇒関西 同上 ○

中部関西間連系線
（三重東近江線）

中部⇒関西 同上 ○

関西⇒中部 同上 ○

関西中国間連系線
（西播東岡山線＋山崎

智頭線）

関西⇒中国 同上 ○

中国⇒関西 同上 ○

関西四国間連系設備
（阿南紀北直流幹線）

関西⇒四国 マージンを設定していない連系線のため「ゼロ」を設定 ○

四国⇒関西 マージンを設定していない連系線のため「ゼロ」を設定 ○

中国四国間連系線
（本四連系線）

中国⇒四国 現状設定している連系線と同様（シート３の通り） ○

四国⇒中国 マージンを設定していない連系線のため「ゼロ」を設定 ○

中国九州間連系線
（関門連系線）

中国⇒九州 マージンを設定していない連系線のため「ゼロ」を設定 ○

九州⇒中国 マージンを設定していない連系線のため「ゼロ」を設定 ○

－：これまで通り、H28年度分以降も設定

※ H28分から新たに設定する連系線におけるスポット配慮分は別途広域機関にて検討



5４．実需給で必要となるマージン量設定の考え方①

H28年度分から新たに利用登録可能なマージンを設定する連系線（ゼロを設定する連系線
は除く）の「実需給で必要となるマージン量」設定の考え方は以下のとおりとする。

連系線 方向
実需給断面

マージンの値※ 「実需給で必要となるマージン量」設定の考え方

系
統
容
量
3
パ
ー
セ
ン
ト
確
保

東北東京間連系線
（相馬双葉幹線）

東北⇒東京 ４５万ｋＷ
【その他のマージン】
• 電力系統の異常時に電力系統を安定に保つために設

定するマージンとして設定している45万kWとする

東京⇒東北 ０～４５万ｋＷ

【需給バランスに対応したマージン】
• 実需給断面の予備力見合いで変動するものの、実需

給断面のマージン実績はほぼゼロであるため、ゼロ
とする

北陸関西間連系線
（越前嶺南線）

北陸⇒関西 ０～１０万ｋＷ

中部関西間連系線
（三重東近江線）

中部⇒関西 ０～４０万ｋＷ

関西⇒中部 ０～４０万ｋＷ

関西中国間連系線
（西播東岡山線＋山崎智頭線）

関西⇒中国 ０～３５万ｋＷ

中国⇒関西 ０～４０万ｋＷ

最
大
電
源
相
当
量
確
保

中部北陸間連系設備
（南福光ＢＴＢ）

中部⇒北陸
０～７０万ｋＷ

(北陸ﾌｪﾝｽで管理)

【需給バランスに対応したマージン】
• 最大電源ユニット脱落分に対し、地内予備力で確保

できない場合は不足分を実需給断面のマージンとし
て設定（断面により、ゼロとなる場合もある）して
おり、シート６の考え方に基づき設定する

北陸関西間連系線
（越前嶺南線）

関西⇒北陸

中国四国間連系線
（本四連系線）

中国⇒四国 ０～９３万ｋＷ

【 】：「調整力等に関する委員会」での分類（シート１６参照）

※：「連系線のマージン（長期及び実需給断面）について」（平成27年4月1日）にて公表した値



6４．実需給で必要となるマージン量設定の考え方②

 最大電源相当量確保箇所の実需給断面のマージンとして設定する「需給バランスに対応し

たマージン」の想定値とする。

 対 象

 北陸フェンス（北陸向き）

 中国四国間連系線（四国向き）

 想定値 ＝ 最大電源相当量－（エリア予備力※２－エリア需要※１×３％）

※１ 各月平・休日別のエリア需要
※２ 各月平・休日別のエリア需要×８％ ⇨ 実需給断面では最低でも８％の予備力は確保しているものと想定
各月平日・休日別のエリア需要は過去３カ年（H24年度～H26年度）における最大電力の最小値（実績）とする

マージン減少量：
Aｰ需要× 3%

翌々日

ﾏｰｼﾞﾝ減少

月間空容量算出・公表時

需
要

供
給
力

連
系
期
待

（マ
ー
ジ
ン
）

最
大
電
源
相
当
量

マ
ー
ジ
ン
Ｍ

需
要

供
給
力

連
系
期
待

（マ
ー
ジ
ン
）需要×３％

需要× ３％

供給予備力：A

供給予備力3%を
超える部分
A-需要× ３％

マージン：
M-（Aｰ需要×3%）

最大電源相当量と需
要×３％の大きい方
をﾏｰｼﾞﾝとして確保

最大U

相当量脱落
需
要 供

給
力

連
系
期
待

（マ
ー
ジ
ン
）

最大U相当量
脱落：M

需要+A

需要+AｰM

M-（Aｰ需要× 3%）

需要+需要× 3%

需要× 3%

（最大電源相当量確保箇所の実需給断面のマージン）

翌々日空容量算出・公表時



7【参考】業務規程抜粋

（マージンの利用）

第７８条 本機関は、次の各号のいずれにも適合する場合、連系線利用申込者が連系線のマージンの一部を利用するこ

とを認める。

一． 連系線利用申込者が利用を希望する連系線の空容量がないこと

二． 連系線利用申込者が、供給先の供給区域（連系線利用申込者が連系線を介して行おうとする供給に係る需要側

の供給区域をいう。）における当該連系線利用申込者の需要に応じた供給力を確保していること

三． 連系線利用申込者が、前号の供給力に加え、マージンの一部を利用した供給が途絶する場合であってもなお、

当該連系線利用申込者の需要に応じた供給が可能となるよう、供給先の供給区域（第１号に掲げる連系線と供

給先の供給区域の間に他の供給区域を経由する場合にあっては、当該経由した供給区域を含む。）において、

必要な供給力（以下、「代替供給力」という。）を確保していること

2. 前項第３号にかかわらず、本機関は、連系線利用申込者の供給先の供給区域において、当該供給区域に必要な予備

力に加えて、連系線利用申込者が利用するマージンの量を超える量の代替供給力がある場合は、マージンの一部を

利用することを認める。

3. 第６６条、第６９条及び第７０条の規定は、前２項の場合に準用する。この場合において、第６６条第１項第１号

中「利用希望量を示した計画」とあるのは「利用希望量を示した計画及び第７８条第１項第２号及び第３号に適合

することを説明する資料」と読み替えるものとする。また、第６６条第１項第３号の送電可否判定は、マージンを

利用することを考慮して行うものとする。

4. 本機関は、次の各号に掲げる場合、マージンの一部を利用した供給に係る利用計画を取り消すことができる。

一． 第６４条第６項によりマージンが減少する場合

二． 連系線利用申込者の供給先の供給区域において、第２項に定める代替供給力が不足するに至った場合（第２項

によりマージンを利用した供給に係る利用計画を取り消す場合に限る。）

三． 第５０条における監視により、需給が悪化すると認める場合その他の送配電等業務指針に定める場合

5. 本機関は、前項により連系線利用者の利用計画を取り消したときは、当該連系線利用者に対しその理由を説明する

とともに、代替供給力の運転状況等について確認する。



8【参考】業務規程抜粋

別表１１－１ 本機関が公表する系統情報の項目及び公表時期

情報の項目
公表時期

（更新周期）

(e)連系線に関する情報

・空容量、運用容量、マージン、計画潮流

長期：第３～10年度の各年度での平常系統における最大需要時の値（最大

需要時以外で空容量が小さくなると予想される場合、その断面の値を併

記することができる）

年間：３か月先～第２年度末までの月ごとの平休日別の昼間帯／夜間帯の値

月間：３週間先～２か月先までの週間ごとの平休日別の昼間帯／夜間帯の値

週間：３日先～２週間先までの30分ごとの値

翌々日：翌日～翌々日の30分ごとの値

翌日：当日～翌日の30分ごとの値

・運用容量の決定要因（熱容量/系統安定度/電圧安定性/周波数維持面の区別）

・作業停止等に伴い運用容量が減少する連系線の名称、運用容量減少後の空容

量等、制限する理由等

・系統利用者の利用登録を可能とするマージン

長期：毎年3月31日
年間：毎年3月15日
（毎年10月31日）（※5）
月間：毎月20日
週間：毎週木曜日（※4）
翌々日：受給日の１営業日
前の前日15時（※4）
翌日：受給日の前日17時
（※4）

但し上記にかかわらず、運
用容量、計画潮流、マージ
ンの変更があれば都度更新
する。

（※5）年間データのうち系統利用者の利用登録を可能とするマージンに係る第２年度のデータについては、毎年
１０月末に公表する。



9【参考】送配電等業務指針抜粋

（マージンの利用）

第１８０条 連系線利用申込者は、業務規程第７８条に基づき、連系線のマージンの一部を利用すること

ができる。

（マージン利用計画の取消）

第１８１条 本機関は、第１７１条に定める翌々日空容量公表時のマージンの値の減少ができない場合に

は、業務規程第７８条第４項第３号に基づき、マージンの一部を利用した供給にかかる利用計画（以下

「マージン利用計画」という。）を取り消すことができる。

（複数のマージン利用計画の取消）

第１８２条 本機関は、取消の対象となるマージン利用計画が複数存在するときは、第１９１条に定める

混雑処理における抑制順位に準じ、マージン利用計画の取消を行う。

（マージン利用計画が取り消された場合）

第１８３条 連系線のマージンの一部を利用する者は、本機関が業務規程第７８条第４項に基づきマージ

ン利用計画を取り消した場合は、これを受諾しなければならない。
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ﾏｰｼﾞﾝＡ

空容量

計画潮流

ﾏｰｼﾞﾝＡ

ﾏｰｼﾞﾝＢ

計画潮流

【参考】マージン利用登録の条件（ケース１）

発電エリア 他エリア需要エリア

空容量なし

（マージン利用） （空容量利用）

Ｌ
GB´

GA

GC
GB

（100）

（30）

（40）

（30）（30）

自社代替供給力確保

（GB´(30)の代替GB(30)を確保）

需要に応じた供給力確保

第78条第１項第１号

第78条第１項第2号

第78条第１項第3号

需要エリアに代替供給力を確保する場合

【凡例】
ﾏｰｼﾞﾝA：系統利用者が利用登録できないﾏｰｼﾞﾝ
ﾏｰｼﾞﾝB：系統利用者が利用登録できるﾏｰｼﾞﾝ



11

ﾏｰｼﾞﾝＡ

空容量

計画潮流

ﾏｰｼﾞﾝＡ

ﾏｰｼﾞﾝＢ

計画潮流

【参考】マージン利用登録の条件（ケース２）

発電エリア 需要エリア代替供給力確保エリア

空容量なし

（マージン利用） （空容量利用）

Ｌ
GB´

GA

GB

（70）

（30）

（40）

（30）

自社代替供給力確保

（GB´(30)の代替GB(30)を確保）

需要に応じた供給力確保

第78条第１項第１号

第78条第１項第2号

第78条第１項第3号

需要エリアと代替供給力確保エリアが異なる場合



12

ﾏｰｼﾞﾝＡ

空容量

計画潮流

ﾏｰｼﾞﾝＡ

ﾏｰｼﾞﾝＢ

計画潮流

【参考】マージン利用登録の条件（ケース３）

発電エリア 他エリア需要エリア

空容量なし

（マージン利用） （空容量利用）

Ｌ
GB´

GA

GC

（100）

（30）

（40）

（30）

供給区域に必要な予備力に加えて、ﾏｰｼﾞﾝ
利用量を超える量の代替供給力あり

（GB´(30)を超える代替供給力(30)あり）

需要に応じた供給力確保

第78条第１項第１号

第78条第１項第2号

第78条第２項

需要エリアに必要な予備力に加えて、マージン利用量を超える代替供給力がある場合

必要
予備力

３０超



13【参考】マージン利用登録の取消しの例

ケース３で利用登録後、代替供給力が不足するに至った場合（第78条第４項第2号）

代替供給力が不足
するに至った場合

例えば翌々月段階
より以前の段階

ﾏｰｼﾞﾝＡ

空容量

計画潮流

ﾏｰｼﾞﾝＡ

ﾏｰｼﾞﾝＢ

計画潮流

発電エリア 他エリア需要エリア（マージン利用） （空容量利用）

Ｌ
GB´

GA

GC

（100）
（30）

（40）

（30）必要
予備力

３０超

供給区域に必要な予備力に加えて、ﾏｰｼﾞﾝ
利用量を超える量の代替供給力あり

ﾏｰｼﾞﾝＡ

計画潮流

ﾏｰｼﾞﾝＡ

ﾏｰｼﾞﾝＢ

計画潮流

発電エリア 他エリア需要エリア（マージン利用） （空容量利用）

Ｌ
GB´

GA

GC

（100）

（30）

（40）

（30）必要
予備力
未満

空容量なし

次シートへ



14【参考】マージン利用登録の取消しの例（つづき）

ﾏｰｼﾞﾝＡ

計画潮流

ﾏｰｼﾞﾝＡ

ﾏｰｼﾞﾝＢ

計画潮流

発電エリア 他エリア需要エリア（マージン利用） （空容量利用）

Ｌ
GB´

GA

GC

（100）

（30）

（40）

（30）必要
予備力
未満

空容量なし利用登録取消し
により、マージ
ン使用できる状
態にしておく 小売事業者が需要

エリアで供給力を
確保に努める

GB

マージン登録取消しにより、
需要エリアの予備力は減るも
のの、利用登録分を除くﾏｰｼﾞﾝ
Bがその分増えるため、需要エ
リアの信頼度はトータルとし
て変わらない

作業停止計画の取りやめ、作
業停止機器の応急復旧等によ
り、供給力を確保し、需要エ
リアの信頼度向上を図る。



15【参考】マージン利用の在り方

出典：第９回制度設計WG 資料5-2



16【参考】マージンの分類

出典：第７回調整力等に関する委員会 資料2


